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【災害対策特別委員会】 

○津波対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案（災害対策特別委員

長提出、衆法第９号）要旨 

本案は、地域の特性に応じた津波避難施設等の整備の推進に関する規定及び

津波対策における情報通信技術の活用に関する規定を追加するとともに、国の

財政上の援助に関する規定の有効期限を延長するもので、その内容は次のとお

りである。 

一 国及び地方公共団体が津波対策に係る施設の整備等において特に配慮して

取り組むべき事項として、地域の特性に応じた津波避難施設、津波避難施設

への避難路等の整備の推進を追加すること。 

二 国及び地方公共団体は、津波に関する防災上必要な教育及び訓練の実施、

津波からの迅速かつ円滑な避難の確保その他の津波対策の推進に当たっては、

情報通信技術の活用を通じて、これらをより効果的に行うよう努めなければ

ならない旨の規定を追加すること。 

三 地方公共団体に対するハザードマップ等の作成に係る国の財政上の援助に

関する規定の有効期限を令和９年３月31日まで５年延長すること。 

四 この法律は、公布の日から施行すること。 

 

○豪雪地帯対策特別措置法の一部を改正する法律案（災害対策特別委員長提

出、衆法第12号）要旨 

本案は、豪雪地帯の現状に鑑み、豪雪地帯対策の基本理念を定め、豪雪地帯

の特性を踏まえた防災に関する施策の促進、財政上の措置等、幹線道路の交通

の確保、命綱固定アンカーの設置の促進等、地域における除排雪の安全確保等

並びに克雪に関する技術の開発及び普及等の規定の追加等を行うとともに、特

別豪雪地帯に対する特例措置の期限を延長しようとするもので、その主な内容

は次のとおりである。 

一 目的規定において、豪雪地帯について総合的な対策を樹立し、その実施を

推進するに当たっては、豪雪地帯が人口の減少、高齢化の進展その他の社会

経済情勢の変化に加えて気候変動による降雪の態様の変化等により困難な状

況に直面していることをも踏まえるべきことを明記すること。 

二 基本理念として、豪雪地帯対策は、国土強靱化の観点を踏まえて克雪対策

を充実させること及び親雪又は利雪の観点から豪雪地帯における自然的特性、

固有の文化等を生かした取組を積極的に支援することにより、農業、林業そ
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の他の産業の振興及び地域の活性化並びに豪雪地帯の住民の生活及び生命の

保護等を図ることを旨として、行われなければならないことを定めること。 

三 国及び地方公共団体は、基本計画及び道府県計画を定めるに当たっては、

積雪期における交通の確保の困難性その他の豪雪地帯における地域の特性を

踏まえた地震、津波等に係る防災に関する施策を促進するものとなるよう適

切な配慮をするものとすること。 

四 現行の財政上の措置に関する規定を改め、国は、毎年度、予算で定めると

ころにより、基本計画の円滑な実施その他豪雪地帯対策の実施に必要な財政

上の措置その他の措置を講ずるものとすること。 

五 国及び地方公共団体は、短期間に集中的な降雪が生じた場合においても豪

雪地帯における幹線道路の交通が確保されるよう、幹線道路に係る除排雪の

体制の整備その他の必要な措置を講ずるものとすること。 

六 国及び地方公共団体は、除排雪中の事故の発生を防止するため、既存の住

宅等への命綱固定アンカーの設置の促進等が図られるよう適切な配慮をする

ものとすること。 

七 国は、地域における除排雪の安全を確保するための取組であって豪雪地帯

に係る地方公共団体が実施するものについて、当該地方公共団体に対する交

付金の交付その他の必要な措置を講ずるものとすること。 

八 国及び地方公共団体は、除排雪中の事故の発生を防止する等のため、克雪

に関する技術の開発及び普及を図るよう適切な配慮をするものとすること。 

九 特別豪雪地帯に対する基幹的市町村道の改築の道府県による代行に係る特

例措置及び公立小中学校等の施設等の整備費に対する国の負担割合の特例措

置の期限を10年間延長すること。 

十 この法律は、公布の日から施行すること。 

 

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法の一部を改正する法律案（災害対策特別委員長提出、衆法第33号）

要旨 

本案は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による災害から国民の生命、身

体及び財産を保護し、同地震に係る地震防災対策の推進を図るため、日本海

溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域の指定、津波避難対策

緊急事業計画の作成及びこれに基づく事業に係る財政上の特別の措置等につい

て定めるもので、その主な内容は次のとおりである。 
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一 目的規定に、「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による災害が甚大で、

かつ、その被災地域が広範にわたるおそれがあることに鑑み」との文言を追

加すること。 

二 内閣総理大臣は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

（以下「推進地域」という。）の指定をするに当たっては、科学的に想定し

得る最大規模の地震を想定して行うものとすること。 

三 関係指定行政機関の長等、関係地方公共団体の長及び関係指定公共機関等

は、共同で、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生した場合における災

害応急対策及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策を相

互に連携協力して推進するために必要な協議を行うため、日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震防災対策推進協議会を組織することができること。 

四 内閣総理大臣は、推進地域のうち、特に著しい津波災害が生ずるおそれが

あるため津波避難対策を特別に強化すべき地域を、日本海溝・千島海溝周辺

海溝型地震津波避難対策特別強化地域（以下「特別強化地域」という。）と

して指定するものとすること。 

五 特別強化地域の指定があったときは、関係市町村長は、市町村防災会議が

定める日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進計画に基づき、避難

施設、避難路等の整備に関する事業等の津波から避難するため必要な緊急に

実施すべき事業に関する計画（以下「津波避難対策緊急事業計画」という。）

を、都道県知事の意見を聴き、内閣総理大臣の同意を得て、作成することが

できること。 

六 津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される一定の事業に要する経費

に対する国の負担又は補助の割合の特例等の規定を設けること。 

七 津波避難対策緊急事業計画に基づく集団移転促進事業に係る特例措置の規

定を設けること。 

八 国及び地方公共団体は、特別強化地域において、津波避難対策上緊急に整

備すべき施設等の整備等を行うに当たっては、交通、通信その他積雪寒冷地

域における津波避難対策上必要な機能が確保されるよう特に配慮しなければ

ならないこと。 

九 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行すること。 
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＜委員会決議＞ 

○豪雪地帯対策の充実強化に関する件 

政府は、豪雪地帯が人口の減少、高齢化の進展その他の社会経済情勢の変化

に加えて気候変動による降雪の態様の変化等により困難な状況に直面している

ことに鑑み、豪雪地帯対策特別措置法の一部を改正する法律の施行に当たって

は、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾なきを期するべきで

ある。 

一 除排雪を円滑に実施して豪雪地帯の住民が安全に安心して暮らすことので

きる地域社会の実現を図るため、地域における除排雪に係る体制の整備に当

たっては、除雪機械の更新に配慮するとともに、除排雪に係る人材や事業者

の確保、育成及び資質の向上が促進されるよう配慮すること。 

二 大雪、少雪の年によるギャップが大きくなっており、除排雪に必要な準

備・執行ができるよう、国は十分な予算措置をすること。 

三 豪雪地帯の高齢者、障害者等が、その居住する住宅の除排雪について必要

な支援を受けることができるよう配慮するとともに、日常生活において使用

する道路、旅客施設、官公庁施設、学校・保育園や医療・福祉施設等を積雪

時においても円滑に利用することができるよう配慮すること。 

四 雪冷熱エネルギーの活用は、エネルギーの地産地消の推進及び脱炭素社会

の実現を図る上で重要な役割を有していることに鑑み、その一層の促進に努

めること。 

五 総合的な雪情報システムについては、近年における降雪の態様の変化、情

報通信技術の発達・普及等を踏まえ、降雪量に関する予測技術の向上など、

その改善に努めるとともに、情報が効果的に発信され、年齢、障害の有無等

にかかわらず全ての住民等に的確に伝達されるように運用すること。 

六 積雪期における複合災害への対応については、地震、津波等の自然災害に

限らず、原子力災害への対応も含め、地域の特性に配慮した施策を策定し、

確実に実施すること。 

七 地域における除排雪の安全確保等のための交付金その他の措置については、

豪雪地帯安全確保緊急対策交付金等により、地域コミュニティによる持続可

能な除排雪体制の確保、高齢者等要援護者世帯の住宅の除雪など、地域の実

情に応じた対応ができるようにするとともに、十分な予算を安定的に確保す

ること。 

八 近年における電気自動車等の次世代自動車の普及を踏まえ、大雪により車
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両の滞留が発生した場合における滞留車両への燃料供給、充電対応等の体制

の整備に努めること。 

九 克雪用水の確保のため、河川からの必要かつ十分な量の取水が円滑に行わ

れるよう配慮するとともに、非灌漑期における農業用水の消雪への活用を図

ること。 

十 除雪効果を増大させるため、流雪溝の整備を促進すること。 

十一 豪雪地帯対策の推進に当たっては、地方公共団体や地域住民の意見を聴

取すること等により、地域の特性が施策に十分に反映されるよう努めること。 

右決議する。 

 

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の強化に関する件 

政府は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による災害が甚大で、かつ、そ

の被災地域が広範にわたるおそれがあることに鑑み、日本海溝・千島海溝周辺

海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法

律の施行に当たっては、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期するべきである。 

一 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域の多くは東

日本大震災で津波による甚大な被害を受けた地域となることが見込まれるこ

とから、東日本大震災からの復興に万全を期すこと。 

二 事前防災として集団移転促進事業が行われる場合には、防災性の向上のみ

ならず、地域コミュニティの維持及び活性化が十分に確保されるよう、ガイ

ドラインの作成その他の方法により、当該集団移転促進事業に係る地方公共

団体に対して必要な情報提供を行うこと。 

三 事前防災として集団移転促進事業を行うことを検討する地方公共団体の判

断に資するよう、近年実施された集団移転促進事業に係る事例の分析及び整

理を行うとともに、その結果について、インターネットその他の方法を活用

して、広く積極的に情報提供を行うこと。 

四 地震・津波災害と原子力発電所の事故等の複合災害への対応についても十

分な配慮を行うこと。 

五 実効ある災害廃棄物処理計画を作成し、速やかに生活環境や公衆衛生の確

保が講じられるようにすること。 

六 帰宅困難者対策については、近年の鉄道など公共交通機関の耐震対策の進

展や、スマートフォンの普及などデジタル化の進展等を踏まえた対策の見直
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しを踏まえつつ、十分な配慮を行うこと。 

七 感染症の感染拡大時における感染防止策についても十分な配慮を行うこと。 

右決議する。 

  


